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平
成
21
年
　
第 

１ 

回 

定 

例 

会
　︹
３
月
４
日
〜
19
日
︺

　
平
成
21
年
第
１
回
三
芳
町
議
会
定
例
会
は
、
３
月
４
日
か
ら
19
日
ま
で

の
16
日
間
の
会
期
に
わ
た
り
開
か
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
定
例
会
で
は
、
冒
頭
に
町
長
が
21
年
度
の
施
政
方
針
を
表
明
後
、

﹁
平
成
21
年
度
一
般
会
計
予
算
、
特
別
会
計
予
算
﹂、
新
規
条
例
の
﹁
三
芳

町
介
護
従
事
者
処
遇
改
善
臨
時
特
例
基
金
条
例
﹂
、﹁
三
芳
町
立
学
校
県
費

負
担
教
職
員
の
服
務
の
宣
誓
に
関
す
る
条
例
﹂
、﹁
三
芳
町
立
学
校
県
費
負

担
教
職
員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
特
例
に
関
す
る
条
例
﹂
や
、
定
額

給
付
金
に
関
わ
る
﹁
平
成
20
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
︵
第
５
号
︶﹂
な
ど

の
議
案
28
件
を
原
案
ど
お
り
可
決
い
た
し
ま
し
た
。

　
な
お
、
平
成
21
年
度
一
般
会
計
予
算
の
議
案
に
つ
い
て
は
、
議
員
か
ら

・今定例会のあらまし・

〈歳入のおもなもの〉

予 算 額 前 年 度 比

町　　　　税 73 億 2246 万 1000 円 2 億 0452 万 6000 円 減

町　　　　債 11 億 9300 万円 5 億 4800 万円 増

国・県支出金 09 億 0774 万 6000 円 1 億 6160 万 9000 円 増

地方消費税交付金 04 億 3000 万円 0 億 0500 万円 増

前年度に比べ６億 4068 万 2000 円 増
◆◆ 一般会計予算 ◆◆

賛成多数で原案どおり可決しました。

﹁
付
帯
決
議
﹂
が
提
出
さ
れ
、
﹃
可
決
﹄
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、﹁
三
芳
町
教
育
委
員
会
委
員
の
任
命
同
意
﹂
及
び
﹁
三
芳
町
固
定

資
産
評
価
審
査
委
員
会
委
員
の
選
任
同
意
﹂
の
人
事
案
件
３
件
は
、
原
案

ど
お
り
同
意
し
﹁
人
権
擁
護
委
員
の
推
薦
に
つ
き
意
見
を
求
め
る
こ
と
に

つ
い
て
﹂
は
、
同
意
と
し
て
答
申
を
い
た
し
ま
し
た
。

　
一
般
質
問
に
つ
い
て
は
、
３
日
間
に
わ
た
り
10
名
の
議
員
が
行
い
、
町

政
全
般
に
つ
い
て
、
町
執
行
部
と
活
発
な
議
論
を
行
い
ま
し
た
。

　
ま
た
、﹁
ミ
ニ
マ
ム
ア
ク
セ
ス
米
の
輸
入
停
止
を
求
め
る
請
願
﹂
が
提
出

さ
れ
ま
し
た
が
、﹃
不
採
択
﹄
と
な
り
、
議
員
提
出
の
意
見
書
５
件
は
、
原

案
ど
お
り
﹃
可
決
﹄
し
ま
し
た
。

上富学童保育室設置

妊婦健診助成回数拡大

三芳町障害者福祉計画策定

次世代育成支援行動計画（後期）策定

建築物耐震改修促進事業

唐沢小学校校舎・三芳東中学校体育館耐震補強工事

都市計画道路用地等の取得

雨水対策事業

２

今後歳入の減が予想されるため、財政の健全化が維持されるよう

提案するものです。

昨年来の全世界的な金融危機が、当町の歳入にも大きな影響を与

えている。

　平成21年度の一般会計当初予算の歳入では、町税が前年度比約２億

円の減収となり、交付金も前年度に比べ減収の見通しである。これらの

減収は、財政調整基金の取り崩し、及び臨時財政対策債で充当されてお

り、地方債の発行は約11億９000万円になり、将来の財政運営に大き

な影響を与えることが危惧されている。

　今後も、さらに歳入の減収が懸念されることもあり、町当局に以下の

対応を強く要請する。

１．平成21年度予算の執行に当たっては、歳入の状況を十分に把握し

慎重に対応するとともに、更なる歳出の削減に努めること。

２．新たな増額補正予算の編成では、財政調整基金の取り崩し、あるい

は地方債に依存することは避け、再度歳出の見直しを行い無駄な歳出

の削減をもってこれに充てること。

以上、決議する。

〈歳出のおもなもの〉

【民生費】29 億1188万7000 円

【土木費】21 億1118万4000 円

【総務費】17 億4247万7000 円

子育て支援対策や安

心のまちづくり補助

制度等を評価する

21 クラブ

　町税が減収する中、障がい者福

祉計画、妊婦健康診査助成拡大、こ

ども医療費拡充と新たな学童保育

室の開設、耐震診断及び耐震改修

補助制度を創設され評価できる。

今後も厳しい財政状況が予想され

るので、財政調整基金、地方債への

依存度を極力抑制することを要望

し、予算案に賛成する。

住民の営業と暮ら

し・雇用対策が不十

分である

日本共産党

　正規職員の削減で一部ひずみが

生じている。また、政策的経費にも

補助金10％カットや図書館資料の

削減など、福祉・教育へのサービス

低下は問題。今、金融・経済の危機

が深刻の度を増す中、住民の営業

と暮らし、雇用を守ることが重要。

予算案はその点の施策が不十分で

ある。

各種団体補助金の精

査減額や福祉施策を

評価する

公明党

　
　100年に一度と言われる経済不

況で、新年度予算は歳入において

法人町民税が減少となり、財政状

況は厳しい。

　このような状況下、各種団体補

助金を精査・減額し、住民福祉につ

いては、乳がん検診定員増・妊産婦

健診14回助成等、要望に応えた予

算配分がされており評価できる。

平成 21 年度

一般会計予算

一般会計予算について

　付帯決議を可決！

【教育費】15 億1208万5000 円

【公債費】9 億7862万3000 円

【衛生費】9 億7370万9000 円

提案
理由

決議
内容

平成21年度一般会計予算は、本会議の４日間にわたり審議され、

◆◆ 一般会計予算 ◆◆

可
　決

３
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国
民
健
康
保
険

特
別

会
計

　
予
算
総
額

38
億
８
７
８
１
万
８
千
円

︵
対
前
年
度
比
　
９
・
１
％
増
︶

　
歳
入
の
主
な
構
成
比
は
、
国
民

健
康
保
険
税
が
30
・
６
％
、
国
庫
支

出
金
が
20
・
９
％
、
療
養
給
付
費
等

交
付
金
が
５
・
３
％
、
前
期
高
齢
者

交
付
金
が
18
・
４
％
、
県
支
出
金
が

４
・
１
％
、
一
般
会
計
繰
入
金
が

10
・
３
％
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
の
大
部
分
を
占
め
る
医
療

費
等
の
構
成
比
に
つ
い
て
は
、
保

険
給
付
費
が
68
・
３
％
、
後
期
高
齢

者
支
援
金
等
が
13
・
１
％
、
老
人
保

健
拠
出
金
が
０
・
５
％
、
介
護
納
付

金
が
４
・
６
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

︻
第
１
回
定
例
会 

審
議
結
果
︼

●

平
成
20
年
度
三
芳
町
一
般
会
計

補
正
予
算(

第
４
号)

●

平
成
20
年
度
三
芳
町
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
補
正
予
算(

第
２
号
 

●

平
成
20
年
度
三
芳
町
後
期
高
齢

者
医
療
特
別
会
計
補
正
予
算
 
第

２
号
 

●

平
成
20
年
度
三
芳
町
介
護
保
険

特
別
会
計
補
正
予
算(

第
２
号)

●

平
成
20
年
度
三
芳
町
下
水
道
事

業
特
別
会
計
補
正
予
算(

第
３
号)

●

平
成
20
年
度
三
芳
町
水
道
事
業

会
計
補
正
予
算(

第
２
号)

●

平
成
20
年
度
三
芳
町
一
般
会
計

補
正
予
算(

第
５
号)

●

三
芳
町
介
護
従
事
者
処
遇
改
善

臨
時
特
例
基
金
条
例

●

三
芳
町
介
護
保
険
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例

●

三
芳
町
国
民
健
康
保
険
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例

●

三
芳
町
ゲ
ῴ
ト
ボ
ῴ
ル
場
の
設

置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例

●

三
芳
町
精
神
障
害
者
小
規
模
作

業
所
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例

●

三
芳
町
学
童
保
育
室
設
置
及
び

管
理
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例

●

三
芳
町
個
人
情
報
保
護
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例

　
歳
出
は
、
後
期
高
齢
者
医
療
広

域
連
合
納
付
金
が
98
・
２
％
を
占

め
て
い
ま
す
。

　
予
算
総
額

12
億
８
８
２
４
万
１
千
円

︵
対
前
年
度
比
　
５
・
５
％
増
︶

　
歳
入
の
主
な
構
成
比
は
、
65
歳

以
上
の
第
１
号
被
保
険
者
に
納
入

し
て
い
た
だ
く
保
険
料
が
20
・
４

％
、
国
庫
支
出
金
が
17
・
６
％
、
支

払
基
金
交
付
金
が
29
・
１
％
、
県
支

出
金
が
14
・
６
％
、
一
般
会
計
繰
入

金
及
び
基
金
繰
入
金
が
18
・
１
％

な
ど
で
す
。

　
歳
出
は
、
居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス

及
び
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
の
保
険
給

付
費
が
12
億
４
０
７
０
万
９
千
円

と
全
体
の
96
・
３
％
を
占
め
て
い

ま
す
。

　
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
る
要
介
護
︵
要
支
援
︶
認
定

者
は
、
平
成
21
年
２
月
末
日
で
７

３
９
人
で
す
。

　
予
算
総
額

８
億
９
９
２
６
万
９
千
円

︵
対
前
年
度
比
　
２
・
５
％
減
︶

◆◆ 特別会計予算 ◆◆

生
命
に
関
わ
る
保
険
証
の
取
り
上
げ
は

や
め
る
べ
き

日
本
共
産
党

　
国
民
健
康
保
険
証
を
返
還
さ
せ
、
代
わ
り
に
資
格
証
明
書
を

１
１
９
世
帯
に
発
行
し
て
い
る
が
、
県
内
で
は
30
市
町
村
は
発

行
し
て
い
な
い
。
資
格
証
明
書
で
は
、
病
院
の
窓
口
で
医
療
費

の
全
額
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
保
険
証
の
取
り
上
げ

は
生
命
に
関
わ
る
問
題
で
あ
り
、
資
格
証
明
書
発
行
は
や
め
る

べ
き
で
あ
る
。

　
予
算
総
額

　
　
　
１
０
１
万
３
千
円

︵
対
前
年
度
比
　
99
・
８
％
減
︶

　
歳
入
の
構
成
比
は
、
支
払
基
金
交

付
金
が
54
・
８
％
、
国
庫
支
出
金
が

30
・
１
％
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
に
つ
い
て
は
、
そ
の
ほ
と
ん

ど
を
医
療
諸
費
が
占
め
て
い
ま
す
。

　
予
算
総
額

２
億
４
７
３
３
万
９
千
円

︵
対
前
年
度
比
　
２
・
６
％
減
︶

　
歳
入
の
構
成
比
に
つ
い
て
は
、

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
が
87
・

３
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
入
の
構
成
比
に
つ
い
て
は
、

使
用
料
及
び
手
数
料
が
54
・
５
％
、

一
般
会
計
等
か
ら
の
繰
入
金
が

36
・
１
％
、
町
債
が
８
・
２
％
な
ど

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
の
構
成
比
に
つ
い
て
は
、

総
務
費
が
31
・
４
％
、
事
業
費
が

10
・
８
％
、
公
債
費
が
57
・
４
％
な

ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
企
業
会
計
は
、
﹁
独
立
採
算
制
﹂

を
原
則
と
し
て
お
り
、
町
で
は
水

道
事
業
が
こ
れ
に
あ
た
り
ま
す
。

　
今
年
度
の
業
務
予
定
量

　
︿
給
水
戸
数
﹀

　
　
　
　
１
万
５
１
０
０
戸

　
︿
一
日
平
均
給
水
量
﹀

３

　
　
　
　
１
万
５
６
５
０
ｍ

　
収
益
的
収
支
︵
給
水
事
業
予
算
︶

は
、
収
益
７
億
９
５
２
３
万
９
千

円
に
対
し
、
費
用
８
億
１
５
９
１

万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
資
本
的
収
支
︵
水
道
施
設
整
備

予
算
︶
は
、
収
入
５
３
５
１
万
８
千

円
、
支
出
３
億
１
１
８
万
８
千
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
今
後
は
、
配
水
管
布
設
事
業
及

び
浄
水
場
整
備
事
業
を
強
化
す
る

と
と
も
に
、
経
費
削
減
及
び
経
営

の
健
全
化
を
図
り
、
安
定
給
水
に

努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

老

人

保

健

特
別

会
計

後
期
高
齢
者
医
療

特
別

会
計

介

護

保

険

特
別

会
計

下

水

道

事

業

特
別

会
計

水

道

事

業

会

計

４

●

職
員
の
勤
務
時
間
Ὶ
休
日
及
び
休

暇
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例

●

職
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

●

三
芳
町
職
員
の
給
与
に
関
す
る

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

●

三
芳
町
道
路
線
の
廃
止
に
つ
い
て

●

三
芳
町
道
路
線
の
認
定
に
つ
い
て

以
上
原
案
可
決

●

三
芳
町
教
育
委
員
会
委
員
の
任

命
同
意
に
つ
い
て

●

三
芳
町
教
育
委
員
会
委
員
の
任

命
同
意
に
つ
い
て

●

三
芳
町
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員

会
委
員
の
選
任
同
意
に
つ
い
て

●

人
権
擁
護
委
員
の
推
薦
に
つ
き

意
見
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

以
上
原
案
同
意

●

平
成
21
年
度
三
芳
町
一
般
会
計

予
算

●

平
成
21
年
度
三
芳
町
一
般
会
計

予
算
に
対
す
る
付
帯
決
議
に
つ

い
て

●

平
成
21
年
度
三
芳
町
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
予
算

●

平
成
21
年
度
三
芳
町
老
人
保
健

特
別
会
計
予
算

●

平
成
21
年
度
三
芳
町
後
期
高
齢

者
医
療
特
別
会
計
予
算

●

平
成
21
年
度
三
芳
町
介
護
保
険

特
別
会
計
予
算

●

平
成
21
年
度
三
芳
町
下
水
道
事

業
特
別
会
計
予
算

●

平
成
21
年
度
三
芳
町
水
道
事
業

会
計
予
算

◎
教
育
委
員
会
委
員
に

　
　
松
本
長
治
　

氏
・
長
野
真
寿
美 

氏
　

を
任
命

　
三
芳
町
教
育
委
員
会
委
員
の
任
期
満
了
及
び
辞
職
に

伴
い
、
議
会
の
同
意
を
求
め
ら
れ
ま
し
た
の
で
、
適
任

と
認
め
同
意
い
た
し
ま
し
た
。

　◎
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
委
員
に

　
　
浅
沼
健
一
　

氏
を
選
任

　
三
芳
町
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
委
員
の
任
期
満

了
に
伴
い
、
議
会
の
同
意
を
求
め
ら
れ
ま
し
た
の
で
、

適
任
と
認
め
同
意
い
た
し
ま
し
た
。

◎
人
権
擁
護
委
員
に

　
　
大
野
タ
マ
子
　

氏
を
推
薦

　
人
権
擁
護
委
員
の
任
期
満
了
に
伴
い
、
議
会
の
意
見

を
求
め
ら
れ
ま
し
た
の
で
、
適
任
と
認
め
答
申
を
い
た

し
ま
し
た
。

条
例
の
制
定

　
　
一
部
改
正

介
護
従
事
者
処
遇
改
善
臨

時
特
例
基
金
条
例

こ
の
条
例
は
、
介
護
従
事

者
の
処
遇
改
善
を
図
る
と

い
う
、
平
成
21
年
度
の
介
護
報
酬

の
改
定
の
趣
旨
等
を
受
け
て
、
改

訂
に
伴
う
介
護
保
険
料
の
急
激
な

上
昇
を
抑
制
す
る
た
め
に
、
三
芳

町
介
護
従
事
者
処
遇
改
善
臨
時
特

例
基
金
を
設
置
す
る
た
め
定
め
た

も
の
で
す
。

町
立
学
校
県
費
負
担
教
職

員
の
服
務
の
宣
誓
に
関
す

る
条
例こ

の
条
例
は
、
地
方
公
務

員
法
第
31
条
の
規
定
に
基

づ
き
、
三
芳
町
立
学
校
県
費
負
担

教
職
員
の
服
務
の
宣
誓
に
関
し
て

必
要
な
事
項
を
定
め
た
も
の
で
す
。

町
立
学
校
県
費
負
担
教
職

員
の
職
務
に
専
念
す
る
義

務
の
特
例
に
関
す
る
条
例

こ
の
条
例
は
、
地
方
公
務

員
法
第
35
条
の
規
定
に
基

づ
き
、
三
芳
町
立
学
校
県
費
負
担

教
職
員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務

の
特
例
に
関
し
て
必
要
な
事
項
を

定
め
た
も
の
で
す
。

ゲ
ー
ト
ボ
ー
ル
場
の
設
置

及
び
管
理
に
関
す
る
条
例

中
西
ゲ
ー
ト
ボ
ー
ル
場
及

び
富
士
塚
ゲ
ー
ト
ボ
ー
ル

場
の
廃
止
に
伴
う
一
部
改
正
で
す
。

精
神
障
害
者
小
規
模
作
業

所
条
例精

神
障
害
者
小
規
模
作
業

所
の
休
所
日
で
あ
っ
た
水

曜
日
を
開
所
す
る
た
め
の
一
部
改

正
で
す
。

学
童
保
育
室
設
置
及
び
管

理
に
関
す
る
条
例

新
た
に
三
芳
町
立
上
富
学

童
保
育
室
を
設
置
す
る
た

め
に
必
要
な
一
部
改
正
で
す
。

上
富
学
童
保
育
室
の
新
設
は
保
護
者
や
子
ど

も
た
ち
に
と
っ
て
大
き
な
支
援
と
な
る

日
本
共
産
党

　
昨
今
、
共
働
き
を
し
な
く
て
は
生
活
が
困
難
な
世
帯
が
増
え

て
お
り
、
保
育
所
や
学
童
保
育
室
へ
の
入
所
・
入
室
の
希
望
者
が

増
え
て
い
る
。
今
回
、
町
が
上
富
学
童
保
育
室
を
新
た
に
設
置
し

た
こ
と
は
、
保
護
者
が
安
心
し
て
働
く
こ
と
の
で
き
る
環
境
を

整
え
、
子
ど
も
た
ち
の
放
課
後
の
安
全
や
育
成
を
大
き
く
助
け

る
こ
と
で
あ
り
賛
成
す
る
。

◆◆ その他の議案 ◆◆

同意しました

５
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●

三
芳
町
立
学
校
県
費
負
担
教
職
員

の
服
務
の
宣
誓
に
関
す
る
条
例

●

三
芳
町
立
学
校
県
費
負
担
教
職
員

の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
特

例
に
関
す
る
条
例

以
上
原
案
可
決

︿
請
　
願
﹀

●

ミ
ニ
マ
ム
ア
ク
セ
ス
米
の
輸
入

停
止
を
求
め
る
請
願

不
採
択

︿
意
見
書
﹀

●


緑
の
社
会

へ
の
構
造
改
革
を

求
め
る
意
見
書
に
つ
い
て

●


派
遣
切
り

な
ど
を
止
め
Ὶ
内
部

留
保
を
生
か
し
て
雇
用
継
続
を

は
か
る
大
企
業
へ
の
強
い
行
政

指
導
を
求
め
る
意
見
書
に
つ
い

て

●


か
ん
ぽ
の
宿

な
ど
郵
政
資
産

の
特
定
企
業
一
括
売
却
問
題
の

解
明
と

投
げ
売
り

の
中
止
を

求
め
る
意
見
書
に
つ
い
て

●

八
ツ
場
ダ
ム
建
設
の
中
止
を
求

め
る
意
見
書
に
つ
い
て

●


協
同
労
働
の
協
同
組
合
法
 
仮

称
 

の
速
や
か
な
制
定
を
求
め

る
意
見
書
に
つ
い
て以

上
原
案
可
決

平成 20 年度　補　正　予　算定額給付金とあわせ

子育て応援特別手当

の１日も早い支給を

公明党　

　世界的な景気悪化の中、暮ら

しに春を呼び込む「定額給付金」

は家計への緊急支援と消費喚起

による地域経済活性化を目指

し、「子育て応援特別手当」につ

いても幼児期の経済負担を軽減

し、複数の子どもがいる家庭の

子育てを経済的に支援するた

め、１日も早く支給されますよ

う賛成する。

　　一　般　会　計（第４号）

　歳入歳出予算の総額に6579万6000円を追加し、予

算総額をそれぞれ111億6884万1000円としました。

〔主な補正内容〕

民生費

　◎介護給付費負担金............................................... 3958 万 8000 円

　◎管外保育委託料....................................................... 276 万 8000 円

　◎被用者小学校修了前特例給付 ......................... 399 万 5000 円

衛生費

　◎個別予防接種委託料............................................. 199 万 5000 円

　◎ごみ共同処理事業負担金 ................................ 1073 万 2000 円

土木費

　◎物件補償料................................................................. 520 万 2000 円

　◎下水道事業特別会計繰出金 .......................................... 1500 万円

　　一　般　会　計（第５号）

　定額給付金事業及び子育て応援特別手当事業に関わ

る６億1682万1000円を追加し、予算総額を歳出歳入

それぞれ117億8566万2000円としました。

〔主な補正内容〕

民生費

　◎子育て応援特別手当補助金 .......................................... 2160 万円

　◎役務費（郵送料等）................................................................42 万 4000 円

　◎委託料（データ処理及び帳票・封筒作成料等）....52 万 7000 円

商工費

　◎定額給付金補助金................................................... ５億 7000 万円

　◎役務費（郵送料等）........................................................ 1289 万 5000 円

　◎委託料（データ処理及び帳票・封筒作成料等）................. 642 万円

定額給付金の２兆円

は雇用や社会保障に

使うべきだが…

日本共産党　

　定額給付金については、国民

の８割が反対を表明、消費税増

税とセットでの施策化。２兆円

は雇用や社会保障など有効に使

うべき。同時に国会で予算が成

立したことによって、国民一人

ひとりに定額給付金を受け取る

権利が生じる。地方自治体はそ

の権利を奪うべきではない。

◆◆ その他の議案 ◆◆ ６

　
世
界
同
時
不
況
と
言

わ
れ
る
経
済
危
機
の
打

開
策
と
し
て
、
我
が
国

の
環
境
分
野
に
お
け
る

最
先
端
の
技
術
を
環
境

保
全
や
経
済
発
展
に
活

か
す
こ
と
で
、
大
き
な

経
済
効
果
や
雇
用
創
出

が
期
待
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、﹁
日
本
版
グ
リ
ー
ン

ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー
ル
﹂
の

積
極
的
な
推
進
を
求
め

る
た
め
に
提
案
す
る
。

　
景
気
悪
化
を
理
由
に
、

大
企
業
が
非
正
規
労
働

者
の
大
量
解
雇
を
打
ち

出
し
て
い
る
が
、
製
造

大
企
業
だ
け
で
も
内
部

留
保
が
１
２
０
兆
円

︵
平
成
19
年
度
︶
と
膨
大

な
額
に
達
し
て
お
り
、

そ
の
１
％
を
使
う
だ
け

で
40
万
人
の
雇
用
確
保

が
で
き
る
と
し
て
、
政

府
に
、
大
企
業
に
雇
用

継
続
を
図
る
よ
う
強
力

な
行
政
指
導
を
求
め
る

も
の
。

「派遣切り」などを止め、

内部留保を生かして雇用

継続をはかる大企業への

強い行政指導を求める意

見書について

　
国
民
共
有
の
財
産
で

あ
る
日
本
郵
政
の
土

地
・
建
物
が
、
現
実
離
れ

し
た
超
低
価
格
で
売
ら

れ
、﹁
規
制
緩
和
﹂・
民
営

化
路
線
の
旗
振
り
役
で

あ
っ
た
特
定
企
業
に

﹁
投
げ
売
り
﹂
さ
れ
た
こ

と
は
大
問
題
で
あ
る
と

し
て
、
一
括
売
却
、
安
す

ぎ
る
売
買
価
格
の
計
算

式
の
問
題
な
ど
、
政
府

に
解
明
と
﹁
投
げ
売
り
﹂

の
中
止
を
求
め
る
も
の
。

「かんぽの宿」など郵政資

産の特定企業一括売却問

題の解明と「投げ売り」の

中止を求める意見書につ

いて

　
ダ
ム
建
設
は
、
自
然

環
境
破
壊
と
住
民
の
立

ち
退
き
に
よ
る
地
域
社

会
の
破
壊
な
ど
が
伴
う
。

９
０
０
０
億
円
に
の
ぼ

る
八
ツ
場
ダ
ム
建
設
は
、

税
金
の
無
駄
遣
い
で
あ

り
、
関
係
自
治
体
の
水

道
料
金
に
も
、
大
き
な

負
担
を
も
た
ら
す
も
の

で
、
政
府
に
、
地
域
住
民

の
反
対
に
耳
を
傾
け
、

八
ツ
場
ダ
ム
建
設
は
中

止
を
す
る
よ
う
求
め
る

も
の
。

﹁
協
同
労
働
の
協

同
組
合
法(

仮

称)

﹂
の
速
や
か

な
制
定
を
求
め
る

意
見
書
に
つ
い
て

　
市
民
や
働
く
者
同
士
が
連
帯
し
、

利
用
者
や
自
治
体
と
も
連
携
・
協
同

し
て
、
人
と
地
域
に
必
要
な
仕
事
を

お
こ
す
協
同
組
合
に
法
人
格
を
与

え
、
地
域
の
活
性
化
と
、
希
望
や
活

力
あ
ふ
れ
る
社
会
を
実
現
す
る
た

め
、
国
に
お
い
て
速
や
か
に
法
律
の

制
定
を
求
め
る
た
め
要
望
す
る
も
の

で
す
。

◆◆ 意見書 ◆◆

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

「緑の社会」への構造改革

を求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

八ツ場ダム建設の中止を

求める意見書について

※
意
見
書
は
、
各
関
係
機
関
に
送

付
し
ま
し
た
。

７


	01
	02-03
	04-07



